
( 資料 5) 
エイズ予防指針   指針に基づく 施策 議論の視点 

@ 天性免疫不全症候群に 関する特定感染症予防指針にっ ぃ Ⅰ 

0 厚生省告示第二百十七号 

感染症の予防及び 感染症の患者に 対する医療に 関する法律 ( 平成十年法律第百十四 

号 ) 第十一条第一項の 規定に基づき、 後天性免疫不全症候群に 関する特定感染症予防 

指針を次のように 作成したので、 同条第二項の 規定に基づき、 公表する。 

平成十一年十月四日 

厚生大臣 宮下 創平 

l 後天性免疫不全症候群に 典する特定感染症予防指針 

後天性免疫不全症候群や 無症状病原体保有の 状態 (HI V ( ヒト免疫不全ウイルス ) 

に感染しているが、 後天性免疫不全症候群を 発症していない 状態をいう。 ) は、 正しい 

知識とそれに 基づく個人個人の 注意深い行動により、 多くの場合、 予防することが 可 

能であ る。 また、 近年の医学や 医療の進歩により、 感染しても早期発見及び 早期治療 

によって長期間社会の 一員として生活を 営むことができるようになってきており、 

様々な支援体制も 整備されつつあ る。 しかしながら、 我が国における 発生の動向につ 

いては、 他の多くの先進諸国とは 異なり．地域的にも、 また、 年齢的にも依然として 

広がりを見せており、 特に近年の傾向としては、 日本人男性が 異性間及び同性間の 性 

的 接触によって 国内で感染する 事例が増加している。 こうした状況を 踏まえ、 今後と 

も感染の予防及びまん 延の防止を更に 力強く進めていく 必要があ り．そのためには   

エイズ予防指針 

正しい知識の 普及啓発や教育とともに、 国、 地方公共団体、 医療関係者や 患者団体を 

含む非政府組織 ( 以下 rNGoJ という。 ) 、 海外の国際機関等との 連携体制を強化し 

ていくことが 重要であ る。 

また、 我が国の既   の施策は全般的なものであ ったため、 特定の集     に対する感染 

の拡大の抑制に 必ずしも 結 ひ     いてこなかった。 こうした現状を 踏まえ、 国及び都道 

府県等 ( 都道府県、 保健所を設置する 市及び特別区を いう 。 以下同じ。 ) は、 坦別 施策 咄 
見や差Ⅰが存在している 難 であ ったり、 会的景等から、 適切な 医療サ ーピ 

スを 受けていないと 考えられるために 施策の実施において 特別の配慮を 必要とする 

人々をいう。 以下同じ。 ) に対して、 人権 や社会的背景に 最大限配慮したきめ 細かく 

効果的な施策を 追加的に実施することが 重要であ る。 個別施策 層 としては、 現在の情 

報 ぽかんがみれば、 性に   する意志 決や 行動選   に係る能力の 形成過   にあ る   少 

年 、 言語的障壁や 文化的障壁のあ る外国人及 び 性的指向の側面で 配慮の必要な 同性愛 

者が挙げられる。 また、 性感染症として HTV 対策を進める 観点からは、 性 風 俗産業   
の従事者及び 利用者も個   @   施策 層 として対応する 必   があ る。 なお、 具体的な個別 施 

策層は ついては、 状況の変化に 応じて適切な 見直しがなされるべきであ る。 

さらに、 施策の実施に 当たっては、 感染症の予防及び 感染症の患者に 対する医療に 

 
 

関する法律 ( 平成十年法律第百十四号。 以下 r 法 J という。 ) の理念であ る感染症の予 

防と医療の提供を 車の両輪のごとく 位置付けるとともに、 患者等 ( 患者及び 無 症状 病 

原体保有者 (HI V 感染者 ) を いう 。 以下同じ。 ) に対する偏見や 差別を解消し、 人権 

を尊重していくことが 大切であ るという考えを 常に念頭に置き、 総合的な対策を 関係 

者が協力して 進めて い くことが必要であ る。 

指針に基づく 施策 

金指針施行後の 変化に対応で 

きる考え方等になっている 

か。 

議論の視点 



エイズ予防指針   
水指針は、 このような認識の 下に 、 我が国における H I V 感染の拡大の 抑制、 患者 

等に対する人権 を尊重した良質かつ 適切な医療の 提供等といった 後天性免疫不全症候 

群に応じた予防の 総合的な推進を 図るため、 国、 地方公共団体、 医療関係者及び NG 

0 等が共に連携して 進めていくべき 新たな取組の 方向性を示すことを 目的とする。 

なお、 水指針については、 少なくとも五年ごとに 再検討を加え、 必要があ ると認め 

るときは、 これを変更していくものであ る。 

エイズ予防指針 

第一 原因の究明 

一 エイズ発生前向 m 蚕の強化 
国及び都道府県等が HT V 感染に関する 情報を収集及び 分析し、 国民や医師等の 

医療関係者に 対して情報を 公表して い くこと ( 以下「エイズ 発生動向調査」という。 

以下同じ。 ) は 、 感染の予防及び 良質かつ適切な 医療のための 施策の推進に 当たり、 

最も基本的な 事項であ る。 このため、 法に基づくエイズ 発生動向調査の 分析を強化 

するとともに、 患者等への説明と 同意の上で行われる 病状に変化を 生じた事項に 関 

する報告であ る任意報告による 情報の分析も 強化すべきであ る。 

こ 個別施策 后に 対する施策の 実施 

国及び都道府県等は、 個別施策 層 に対するエイズ 発生動向調査の 分析を強化する 

必要があ る。 また、 必要に応じて、 人権 に配慮した上で、 言語、 文化、 知識、 心理、 

態度、 行動、 感染率、 社会的背景等を 含めた疫学的調査研究及 び 社会科学的調査研 

究を当事者の 理解と協力を 得て行 う ことが必要であ る。 さらに、 これらの調査研究 

の結果を迅速に 国及び都道府県等の 施策に反映させることが 必要であ り、 個別施策 

肩 に情報及び研究成果を 提供することが 重要であ る。 

指針に基づく 施策 議論の視点 

Ox イズ発生動向調査 
金的確な感染者・ 患者発生動 

向の把握ができているか。 
  法定報告 ( 新規感染者・ 患 

者 報告 ) 今 国や地方自治体の 事業に活 

・任意報告 ( 病状変化報告 @  用される情報となっている 

か 。 

0 研究事業での 情報収集 金施策に反映できるよ う ・ 体 
系的 ・継続的なデータ 収集   

分析ができているか。 

三 日 捺 的な発生動向の 把握 

国際交流が活発化し、 多くの日本人が 海外に長期 スは 短期間滞在しているととも 0 研究事業での 情報収集 

に、 日本国内に多くの 外国人が居住するようになった 状況にかんがみ、 海外におけ 

る発生動向も 把握し、 我が国への影響を 事前に推定することが 重要であ る。 

今 施策に反映できるよ う ，体 

系的・継続的なデータ 収集・ 
分析ができているか。 



エイズ予防指針   指針に基づく 施策     議論の視点 
第二 発生の予防及びまん 延の防止 

ほ
 用
で
が
は
 

 
 

O
 

一 基本的な取組 

感染を予防するためには、 現在における 最大の感染経路が 性的接触であ るという 

認識に立つとともに、 正確な情報と 知識を普反し、 個人個人が実際の 行動に結び付 

けていくことが 重要であ る。 この場合、 新規の感染の 多くを占める 日本人男性の 性 

的接触による 感染の予防に 従来以上に積極的に 取り組むべきであ る。 特に、 感染の 

危険の高い行動に 対して、 個人個人の行動に 変化をもたらすための 具体的方策につ 

いて研究し、 施策に反映させる 必要があ る。 また、 静注薬物の使用、 輸血、 母子感 

染、 医療現場における 事故による偶発的な 感染といった 性的接触以外の 感染経路に 

ついては、 厚生省は、 関係機関と連携をとり．予防措置を 強化することが 重要であ 

る。 なお、 これらの施策の 実施に当たっては、 厚生省は、 保健所等のみならず、 国 

立国際医療センターエイズ 治療・研究開発センター、 地方ブロック 拠点病院、 エイ 

ズ治療拠点病院等と 連携を図ることが 重要であ る。 

ニ 個別施策居に 対する施策の 実施 

既存の施策は 全般的なものであ り、 特定の集団に 対する感染の 拡大の抑制に 必ず 0 個別施策 層 対策 

しも結び付いてこなかったため、 国及び都道府県等は、 個別施策 層 に対して、 人権 ( 青少年、 外国人、 同性愛者、 

や社会的背景に 最大限配慮したきめ 細かく効果的な 施策を追加的に 実施することが 性風俗産業従事者・ 利用者 ) 

重要であ る。 

今 普及啓発の実施にもかかわ 

らず感染者・ 患者の増加要因 

をどう考えるか。 

今 増加要因を解消するために 

基本的な取組をどのように 見 

直すべきか。 

今 個別施策層の 特性を踏ま 

え、 効果的な施策が 実施され 

ているか。 また、 これらの施 

策は、 行動変容にっ ほ げられ 

ているか。 実施されて い なけ 

れば、 個別施策 層 をどのよう 

に見直すべきか。 

今 その他の個別施策 層 はない 

のか。 

エイズ予防指針   指針に基づく 施策   
三 性感染症対策との 連携 

現状では、 最大の感染経路が 性的接触であ ること、 性感染症の罹患と HIV 感染 0 保健所での町 D. 皿 V 同時 
の 関係が深いこと 等から、 予防及び医療の 両面において、 性感染症対策と HIV 感検査の実施 

染 対策との連携を 図ることが重要であ る。 したがって、 別途作成される 性感染症に OSTD 罹患者の場合は 、 Ⅲ㌧ 

関する特定感染症予防指針に 基づき行われる 施策と HIV 感染対策とを 連携して、 感染の疑いでも、 当該検査料 

対策を進めていくことが 必要であ る。 具体的には、 低 用量経口避妊薬が 承認されたが 保険適用 

ことに伴い、 性感染症の感染予防対策として、 コンドームの 適切な使用を 含めた性 

感染症の予防のための 正しい知識の 背反等が挙げられる。 

  STD に罹患、 していると 壬邸 

こも感染しやすいこと       性感染症としての mV 感染 

 
 

  

 
 

議論の視点 

ぐ性感染症との 合併が高 い こ 

とから、 一体的取組を、 より 

一層具体的にどのように 進め 

るべきか。 

(x イズ対策は性感染症対策 

と見るべきではないか ) 



エイズ予防指針 

口 検査体制の推持尺 ぴ 強化 

保健所は、 現在実施している 無料の匿名による 検査を継続するとともに、 個人情 

報の保護に十分配慮することが 必要であ る。 また、 必要に応じて、 利便性の高い 場 

所と時間帯を 配慮した検査を 実施する等の 検査を受ける 機会の拡大も 重要であ る。 

特に、 個別施策 層 に対しては、 検査の機会と 実施体制に関する 情報提供に努める 等 

検査を受けやすくするための 特段の配慮が 必要であ る。 さらに、 検査を円滑に 進め 

るためには、 検査の匿名性や 職員の守秘義務が 必要であ り、 職員の研修の 中で徹底 

することが重要であ る。 

指針に基づく 施策 

0 保健所における 無料匿名検 

査 ( 国庫補助事業 ) 

0 保健所以外での 無料匿名検 

査 ( 南 新宿検査相談室など ) 

0 拠点病院での 検査 ( 補助要 

綱 ) 

0 夜間・休日検査、 迅速検査 

の導入 

0 イベント検査 (MSM など ) 

議論の視点 

金 検査をせずにエイズと 診断 

される患者数が 全体の約 173 

となっており、 発症前検査の 

取組をどのように 強化すべき 

か 

今 「いきなりエイズ」の 方々 

は何故検査を 受けなかったの 

か。 特にリスクを 感じる方々 

が自ら検査受診に 赴くように 

するためにはど う するべき 

か。 その際都道府県ほどのよ 

うな取組を行 う べきか。 

今 保健所における 取組をど う 

評価するのか。 

今 保健所における 検査等の取 

組が周知されているのか。 

念 検査陽性者の 医療機関受診 

に速やかにつ ほ げろにはどの 

ような検査後の 指導・相談等 

が必要となるか。 

エイズ予防指針   指針に基づく 施策   
五 棟蚕時の相談 ( カウンセリング ) 体制の充実 

検査受診者のうち 希望する者に 対しては、 検査前後に相談の 機会を与え、 必要か 0 派遣カウンセラー 制度 

つ 十分な情報に 基づく意思決定の 上で検査が行われることが 必要であ る。 特に患者 ONGO 支援による相談事業 

等や個別施策 層 に属する者に 対しては、 心理的背景や 社会的背景にも 十分に配慮し 

た 相談が必要であ り、 専門の研修を 受けた者によるもののみならず、 ピア・カウン 

セリング ( 患者等や個別施策層の 当事者による 相互相談をいう。 以下同じ。 ) を活用 

することが有効であ る。 

太 保健医療相談林制の 充実 

HIV 感染の予防や 医療の提供に 関する相談窓口を 維持すると同時に、 性感染症 0 相談体制維持強化 ( 保健所 

に関する相談、 妊娠時の相談といった 様々な保健医療相談サービスとの 連携を強化等のエイズ 相談窓口に対する 

する必要があ る。 特に個別の施策が 必要であ る地域においては、 相談窓口を増設す 研修 ) 

ることが必要てあ る。 また、 相談の質的な 向上を図るため、 必要に応じて、 その 他 

域の患者等や NGO との連携を検討すべきであ る。 

議論の視点 

金気軽に相談できる 体制がで 

きているか。 

今 どのような相談 ( カウンセ 

リング ) 体制がよいか。 

0 行動変容につながるよう、 

どのような相談を 実施するべ 

きか。 

今 その際、 個別施策 層 等の特 

性をどのように 踏まえるべき 

か。 

金 N 荘 O 等 、 民間団体とどのよ 
うに連携を図っていくのか。 

金 妊婦に対しての 予防対策は 

適切に取り組まれているの 

  か 。   



エイズ予防指針   指針に基づく 施策 @  l 議論の視点   
  第三医療の提供 １

 
１
 

｜
   一 医療提供体制の 確保 
      

Ⅰ 医療機曲の確保 

患者等に対する 医療及び施策が 更に充実するよ う、 国の HT V 治療の中核的医療 

機関であ る国立国際医療センターエイズ 治療・研究開発センター、 地方プロック 拠 

点病院及びエイズ 治療拠点病院の 機能を強化し、 医療水準の向上及びその 地域格差 

の是正を図るとともに、 一般の医療機関においても 診療機能に応じた 良質かっ適切 

な医療が受けられるような 基盤作りが重要であ る。 

0 医療体制の確保 

① ACC 

②地方ブロック 拠点病院 

( 全国 8 ブロック 14 病院 ) 

③エイズ治療拠点病院 ( ① 

②含め 370 病院 ) 

0  ( プロック ) 促進事業によ 

る補助 

今 地方ブロッタ 拠点病院間、 

エイズ診療拠点病院間に 医療 

の質にばらつきはないのか。 

どのように是正すべきか。 

  
今なぜ患者が 特定の医療機関 

に集中するのか。 他の医療機 

関になぜ受診しないのか。 

0 地域医療確保の 観点から、 

各都道府県単位に 適切に医療 

提供体制確保がなされよ う 上 

記 2 点について検討すべきで 

はないか。 なされてれないと 

すれば、 どのように取り 組む 

必要があ るのか。 

今今後とも、 感染者・患者数 

増加が続く場合、 どのように 

取り組む必要があ るのか。 

エイズ予防指針 指針に基づく 施策 

2  総合的な診療体制の 確保 

高度化した HI V 治療を支えるためにほ、 専門医等の医療関係者が 連携して診療 Ox イズ拠点病院地域別病院 

に 携わることが 重要であ り、 専門的な医療サービスが 一の医療機関内ス は 当該医療 長会議の開催 

機関が属する 地域内で満たされるようにする 必要があ る。 また、 精神的側面及び 心 0 医療従事者に 対する 皿 V 医
 

理 的側面に対する 医療サービス 及び歯科医療サービスの 受けやすさの 確保も重要で 

あ る。 

さらに、 今後は、 専門的医療と 地元地域での 保健医療サービス 及 び 福祉サービス 

との連携、 検査受診や感染の 予防に関する 啓発及び情報提供等を 円滑に行っていく 

ことが必要であ り、 これらの @ 各種保健医療サービス 及び福祉サービスとの 連携を 

確保するための 機能 @ に 一 ディネーション ) を 強化していくべきであ る。 また． 医 

療 現場における 医療従事者への 偶発的な感染に 対する取組を 強化することによっ 

て 、 医療従事者と 受診者の双方にとって 安全な診療体制を 確保することも 重要であ 

る 。   

療 等に関する研修 

議論の視， 点 

ク 連携病院の役割分担はでき 

ているのか、 また、 その診療 

機能は明らかとなっているの 

か。 できていないとすれば、 

その理由は何か。 特に、 歯科 

医の確保に問題はな い のか。 

地域医療確保の 観点から都道 

府県はどのように 取組が進ん 

で い くべきか 

 
 

3  十分な説明と 同意に基づく 医 掠の推進 

治療効果を高めるとともに、 感染の拡大を 抑制するためには、 医療従事者は 患者 

等に対し、 十分な説明を 行い、 理解を得ることが 不可欠であ る。 具体的には、 医療 

従事者は医療を 提供するに当たり、 適切な療養指導を 含む十分な説明を 行 い ，患者 

等の理解が得られるよ う 継続的に努めることが 重要であ る。 この場合、 患者等の理 

解を助けるため、 分かりやすい 説明資料を用意すること 等が望ましい。 また、 患者 

等 が主治医以外の 医師の意見を 聞き、 自らの意思決定に 役立てることも 評価される。 

今 適切に説明と 同意に基づく 

医療が行われているのか。 

  



エイズ予防指針 

4  主要な合併症及 び 併発症への対応の 強化 

Hl V 治療そのものの 進展に伴い、 結核、 悪性腫瘍等の 合併症や肝炎等の 併発症 

を有する患者への 治療も重要になってきており、 これらの治療に 関する診療機能を 

強化することが 重要であ る。 特に、 エイズ治療拠点病院においては、 これらの診療 

機能が一の医療機関内又は 当該医療機関が 属する地域内で 満たされることが 望まし 

い。 

指針に基づく 施策 議論の視， 点 

今 拠点病院等において 合併症 

及び併発症への 対応は適切に 

行われているのか。 

5  情報ネットワークの 整備 

患者等や医療関係者が、 治療方法や主要な 合併症及び併発症の 早期発見方法等の 

情報を容易に 入手できるよ う に、 インターネットやファクシミリにより 医療情報を 

提供できる体制を 整備することが 重要であ る。 また、 診療機関の医療水準を 向上さ 

せるために、 個人情報の保護に 万全を期した 上で、 HIV 診療支援ネットワークシ 

ステム (A 一 ne t) 等の情報網の 普及や患者等本人の 同意を前提として 行われる 

診療の相互支援の 促進を図ることが 重要であ る。 さらに、 医療機関や医療従事者が 

相互に交流することは、 医療機関、 診療科、 職種等を超えた 連携を図り、 ひいては、 

患者等の医療上の 必要性を的確に 把握すること 等にっながり 有効であ るため、 これ 

らの活動を推進することが 望ましい。 

0 研修 ( 財団主催、 ブロック 

拠点主催、 ACC 主催 ) の実施 

OA-n 巨 
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金 A-n 頭の設置箇所は 適切か。 

6  在宅 陳授 支援体制の整備 

患者等の療養期間が 長期化したことや 患者等の主体的な 療養環境の選択を 尊重す 

るため、 在宅の患者等を 積極的に支える 体制を整備して い くことが重要であ る。 こ 

のため、 国及び地方公共団体は 具体的な症例に 照らしつっ、 患者等の在宅サービス 

I の向上に配慮していくよう 努めることが 重要であ る。 
  

ONGO0 等による社会支援 今必要な在宅患者支援体制は 

適切に整備されているのか。 

地域医療確保の 観点から都道 

府県においてどのように 取り 

I 組まれているのか 
  

エイズ予防指針   指針に基づく 施策     議論の視点 

I 7  外国人に対する 医療への対応   

我が国に滞在する 外国人患者等へ 適切な医療を 提供することは、 本人にとっての 

みならず、 感染の拡大の 抑制にも重要な 事項であ る。 このため、 検査や治療に 関す 

る相談の機会の 増加を図るべきであ り、 ボランティアや NGO 等による通訳、 翻訳 

等の多言語での 対応の充実が 必要であ る。 

0 ボランティア・ 通訳研修 (R ォ 

田主催 ) 

今 通訳の量・質の 確保はでき 

ているか。 どのように確保す 

べきか。 

金 都道府県単位に．覚国人に 

対して適切に 対応できる拠点 

病院等が確保されているの 

か。 

8  人材の活用 

HI V に関する教育及び 研修を受けた 人材が、 効率的に活用されることが 重要で 

あ り、 それらの者が 一の医療機関内ス は 当該医療機関が 属する地域内において、 機 

能的に用いられるべきであ る。 

9  治療薬剤の円滑な 供拾 確保 

国は、 患者等が安心して 医療を受けることができるよ う 、 治療薬剤の円滑な 供給 

を確保することが 重要であ る。 また、 国内において 薬事法 ( 昭和姉十五年法第百四 

十五号 ) で承認されているが HI V 感染又はその 随伴症状に対する 効能又は効果が 

認められていない 薬剤の中で効果が 期待される薬剤の 医療上必要な 適応拡大を行う 

とともに、 海外で承認された 治療薬剤がいち 早く国内においても 使用できるよ う に 

する等の措置を 講じ、 海外との格差を 是正していくことが 重要であ る。 

0 研修会の実施 

OHIV 薬の早期審査体制 

今人材の有効活用を 阻む問題 

は な い のか。 

金海外で使用される 有効な薬 

剤 て 日本に導入または 使用さ 

れていない薬剤はあ るのか。 

そうであ るならば、 その理由 

は何か。 



エイズ予防指針   指針に基づく 施策 @  l 議論の視点 
I 二個別施策居に 対する施策の 実施   

個別施策 層 に対して適切な 医療を提供するためには、 その特性を踏まえた 対応が 

必要であ り、 そのためには、 医療関係者への 研修の機会や 対応手引書の 作成等の機 

会に個別的な 対応を考えていくことが 重要であ る。 

Of Ⅳ専門家研修の 実施 0 個別施策層の 特性を踏まえ 
た医療提供体制の 確保となっ 

ているか。 

三 日常生活を支援するための 保健医療サ ーヒ ス と 福祉サ ーヒ スの連携強化 

患者等の療養期間の 長期化に伴い、 障害を持ちながら 生活する者が 多くなったこ 

とにかんがみ、 保健医療サービスと 障害者施策等の 福祉サービスとの 連携を強化す 

ることが重要であ る。 その方策として、 専門知識に基づく 医療社会福祉相談 ( 医療 

ソーシャルワーク ) 等のほか、 ピア・カウンセリンバの 積極的な活用を 推進するこ 

とが重要であ る。 また、 患者及びその 家族等の日常生活を 支援するという 観点から、 

その地域の NGO との連携体制、 社会資源の活用及び 人権 侵害等における 相談方法 

や相談窓口についての 情報を普及する 必要があ る。 

0 血友病患者等治療研究事業 金 相談体制は確保されている 

のか。 

金具体的にどのように 確保す 

べきか。 特に NGO 等民間団体 

とどのように 連携を図るべき 

か。 

エイズ予防指針 

第四 研究 曲 発の推進 

一 研究の充実 

患者等の人権 に十分配慮した 良質かつ適切な 医療サービスの 提供を充実していく 

ためには、 研究結果が感染の 拡大の抑制やより 良質かつ適切な 医療につながるよう 

な 研究を行っていくべきであ る。 特に、 各種治療指針の 作成等は優先的に 考慮され 

るべきであ り、 感染症の医学的側面や 自然科学的側面のみならず、 社会的側面や 政 

策的側面にも 配慮することが 望ましい。 

こ 特効薬等の研究開発 

国は、 特効薬、 ワクチン、 診断法及び検査法の 開発に向けた 研究を強化するとと 

もに、 研究目標については 戦略 白 りに設定することが 重要であ る。 この場合、 研究の 

科学的基盤を 充実させることが 前提であ り、 そのためにも、 関係各方面の 若手研究 

者の参入を促すことが 重要であ る。 

三 研究評価の充実 

国は．研究の 充実を図るため、 研究の結果を 的確に評価するとともに、 研究の成 

果を医療機関や 患者等に提供することが 重要であ る。 

指針に基づく 施策 

Ox イズ対策研究 (4 本柱 ) 

0 ヒューマンサイエンス 研究 

事業 ( ワクチン開発等 ) 

0 基礎研究 

0 研究評価委員会 

 
 

 
 

 
 

議論の視点 

今 研究は戦略的に 行われてい 

るか。 



エイズ予防指針   指針に基づく 施策   
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 ( 財団主催、 ACC 

国の対策にいかしていくことが 重要であ る。 

二 国際的な感染拡大抑制への 貢献 

国は、 国連合同工イズ 計画 (UNAI DS) への支援、 我が国独自の 二国間保健 

医療協力分野における 取組の強化等の 国際貢献を推進すべきであ る。 

三 国内施策のためのアジア 席田等への協力 

有効な国内施策を 講ずるためにも、 諸外国における 情報を収集するとともに、 諸 

外国における 感染の拡大の 抑制や患者等に 対する適切な 医療の提供が 重要であ るこ 

とから、 我が国と人的交流が 盛んなアジア 及び中南米諸国等に 対し積極的な 国際協 

力を進める上で、 外務省等との 連携が重要であ る。 

0 拠出金㎝Ⅲ O . UNADS) 

0 グローバルファンド 

Ox ィズ 国際会議開催支援事 

業 

議論の視点 

0 国際連携によって 感染拡大 

抑制をどのように 図れるの 

か。 

エイズ予防指針 

第六 人権 の前立 

一 人権 の擁護及び個人情報の 保 睦 

保健所、 医療機関、 医療保険事務担当部門、 障害者施策担当部門等においては、 

個人情報の保護を 徹底することが 重要であ り、 各種の研修を 実施すべきであ る。 ま 

た、 人権 や個人情報の 侵害に対する 相談窓口等に 関する情報を 提供することも 必要 

であ る。 なお、 相談に当たっては、 専用の相談室を 整備する等の 個人情報を保護す 

る 措置が必要であ る。 さらに、 報道機関には、 患者等の人権 擁護や個人情報保護の 

観点に立った 報道姿勢が期待される。 

ニ 偏見や差別の 撤廃への努力 

患者等の就学や 就労を始めとする 社会参加を促進することほ、 患者等の個人の 人 

権 の保障及び福利の 向上だけでなく、 社会全体の感染に 関する正しい 知識や患者等 

に対する理解を 深めることになる。 また、 個人や社会全体において、 知識や理解が 

深まることは、 個人個人の行動に 変化をもたらし、 感染の予防及び 啓発に寄与する 

ことにもつながる。 このため、 厚生省は、 文部省、 労働省、 法務省等の関連省庁ヰ 

地方公共団体と 連携して、 患者等や個別施策 層 に対する偏見や 差別の撤廃のための 

正しい知識の 普及啓発を行 う とともに、 偏見や差別の 撤廃に向けての 具体的資料を 

作成することが 重要であ る。 特に、 学校や職場における 偏見や差別の 発生を未然に 

防止するためには、 学校や企業に 対して、 事例研究や相談窓口等に 関する情報を 捷 
  

供することが 必要であ る。 

三 十分な 税明 と同意に基づいた 個人を尊立した 保健 医凍 サ ーヒ スの提供 

HT V 感染の特性にかんがみ、 検査、 診療、 相談、 調査等の保健医療サービスの 

すべてにおいて、 検査受診者及び 患者等に説明と 同意に基づいた 保健医療サービス 

が提供されることが 重要であ り、 そのためにも、 希望する者に 対しては容易に 相談 

の機会が得られるよ う にしていくことが 重要であ る。 

指針に基づく 施策 

0 普及啓発 

0 研修 ( 財団主催 ) 

0 普及啓発 

0 関係省庁連絡会議 ( 文部科 

学 省 、 法務省、 外務省、 厚生 

労働省 ( 労働系 り 

議論の視， 点 

今人権 の擁護及び個人情報の 

保護はできているか。 

金 担当部門のみならず、 それ 

以外の関係者への 研修ができ 

ているか。 

令正しい知識の 普及啓発 は な 

されているのか。 

金偏見や差別の 撤廃に向け、 

どのような効果的取組があ る 

のか。 

0 派遣カウンセラー 制度 



エイズ予防指針   指針に基づく 施策     議論の視点 

第七 音 & 啓発及び教育 

一 感染予防のための 音 & 啓発の強化 
我が国に在住するすべての 人々に対して、 感染に関する 正しい知識を 普及できる 

よ う に、 学校教育及び 社会教育との 連携を強化して、 効果的な教育資材を 開発する 

等の具体的な 普及啓発活動を 行 う ことが重要であ る。 また、 患者等や NGO が実施 

する性行動等における 感染予防のための 普及啓発事業が 円滑に行われるよさに 支援 

することが重要であ る。 

こ 患者等及び個別施策 居 に対する普及啓発の 強化 

感染の機会にさらされる 可能性を低減させるために、 各個別施策層の 社会的背景 

に即した具体的な 情報提供を積極的に 行う必要があ る。 このため、 個別施策 層 に適 

した普及啓発用資材，患者等が 主体的に治療に 参加できるための 疾患の解説書、 服 

薬支援のための 手引書、 女性や妊婦といった 個別の留意事項を 必要とする者ごとの 

疾患の解説書等を 患者等と NGO の共同で開発し、 普及啓発事業を 支援する体制の 

確立が必要であ る。 

0 普及啓発 今 効果的な実施体制をどのよ 

うに確保すべきか。 その際   
ONGO との連携 

回 、 都道府県、 市町村の役割 

分担に基づく 効果的かつ重層 

的な普及啓発がなされている 

のか。 また、 普及啓発におい 

て住民に身近な 市町村の役割 
は大きいと考えるが、 どのよ 

0 個別施策 層 Ⅰ青少年、 外国 うに取組を進めていくべき 

人、 同性愛者、 性風俗産業徳か。 

字音，利用者 

・青少年 : 文科 省 との連携 

・外国人 : NGO 支援 

・同性愛者 : コミュニティセ 

ノ " タ - 

今 住民等に関心を 持たせ、 検 

査受診や行動変容につながる 

よ う 、 普及啓発を具体的にど 

のように実施すればよいか。 

今性 に対する考え 方について 
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の 教育をどのように 実践して 

いくのか。 特に青少年に 対し 

てどのように 取り組むのか。 

エイズ予防指針   指針に基づく 施策   

三 区 捺 従事者等に対する 教育 

研修会等により、 広く医療従事者等に 対して、 最新の医学や 医療の教育のみなら 0 研修の実施 (R オ 国主催、 ACC 

ず、 患者等の心理や 社会的状況を 理解するための 教育、 患者等の個人情報の 保護を 主催、 ブロック拠点主催 ) 

含む情報管理に 関する教育等を 行っていくことが 重要であ る。 

議論の視， 点 

今現在実施されている 研修は 

適切なものとなっているの 

か。 

ぐ 学生教育において 適切にな 

されているのか。 

四 関係機関との 連携の強化 

厚生省は、 具体的な普及啓発事業を 展開していく 上で、 文部省、 労働省及び法務 

省と連携して、 教育及び啓発体制を 確立することが 重要であ る。 また、 報道機関等 

を通じた積極的な 広報活動を推進するとともに、 保健所等の窓口に 外国語で説明し 

た冊子を備えておく 等の取組を行い、 旅行者や覚国人への 情報提供を充実させるこ 

とが重要であ る。 

0 関係省庁連絡会議 

ONG0 支援 



エイズ予防指針 

第八 関係機関との 新たな連携 

一省庁、 NGO 等を含めた関係機関の 連携の強化 

指針に基づく 施策 議論の視点 

関係するすべての 機関が、 役割を分担、 協力し、 それぞれの立場からの 取組を推 0 関係省庁連絡会議 

進することが 必要であ り、 r 新たな連携」 ( バートナーシップ ) を確立しなければな ONG0 支援 

 
 

 
 

うない。 そのためには、 関係省庁間連絡会議や 国及び地方公共団体の HI V 担当者 

会議を設置するとともに、 厚生省、 文部省文 ぴ 科学技術庁における 研究の情報交換、 

官民連携による 施策の推進、 「人権 教育のための 国連 一 0 年 」国内行動計画の 趣旨を   
  

踏まえた人権 啓発事業との 連携等を図る 必要があ る。 また、 国及び地方公共団体と 

NGO との接点を強化することにより、 相談体制の充実を 図るとともに、 個別施策 

層 に対する発生動向調査及び 施策を推進することが 重要であ る。 

ニ 保健所の役割の 強化 

地域の必要性に 応じ、 普及啓発事業の 中核としての 保健所の役割を 強化するとと 

もに、 感染予防対策を 推進する上での 所管地域の特性等の 留意点を分析できるよう 

 
 

0 都道府県等エイズ 対策促進 

事業 

保健所の機能強化を 図ることが重要であ る。 

三 本指針の進捗状況の 秤 価 と展 弗 
水 指針を有効に 機能させるためにほ、 関係者が協力して 水 指針に掲げた 施策に取 Ox イズリポートの 発行など 今国、 都道府県等において   

り 組むことが極めて 重要であ る。 このため、 国は、 水指針に基づいて 行われる取組 
適切な施策が 実施されるよ 

う 、 的確な政策評価ができる 
の 進捗状況に関する 年次報告書を 作成するとともに、 次年度の施策に 結び付けるた 仕組みとなっているのか。 そ 

め 、 患者等、 医療関係者、 NGO 、 個別施策 層 その他の関係者と 定期的に意見を 交 のため、 目標及び指標の 決定 

換 すべきであ る。 また、 国及び関係者は、 それぞれの立場を 踏まえながら 協力する が 必要ではないか。 

とともに、 水指針に基づいて 行われる取組の 進捗状況を検討する 会議の場を設け、 

必要に応じて、 柔軟にその取組を 見直していくことが 必要であ る。 

  

  

  




